
令和６年度 市長公室 経営方針                

 

令和６年４月 

市長公室長 田村 雅之 

１ 部・室の基本方針 

（１）部の組織目標 
（２）「まちづくり構想 福知山」で掲げる基本政策・施策の実現、及び行政改革大綱 2022-2026 

の取組推進に向けた部内の運営方針 

①官房機能を発揮し、理事者の指示等を適時適切に実現させるとともに、まちづく

り構想、行政改革大綱等に掲げる各施策を着実に推進する。 

 

②職員の人材育成に向けた取組を推進する。 

 

③市の認知度とイメージアップを図るとともにシビックプライドを醸成する。 

 

④地域と大学がともに発展する「福知山モデル」を実現する。 

・「まちづくり構想 福知山」の施策実現に向け、「市民が取り組むまちづくり」については、自治基

本条例推進委員会で議論した内容を市民に伝えていくとともに、「市が取り組むまちづくり」について

は、市民の参画を得て「施策レビュー」を実施し、効果的な事業展開になっているか検証する。 

 

・職員の人材育成、管理監督職の資質向上を図るため、令和 6年度から 8年度までを取組期間として

策定した「職員人財育成基本方針」に基づいた研修を実施するとともに、職員がやる気を持って活躍

できる評価体制を検討する。 

 

・シティプロモーションや大学を活かした地方創生「福知山モデル」を実現していくために、庁内連

携組織を活用し、各部課と情報を共有する中で、時機に応じた事業展開をしていく。 

 

２ 令和６年度の重点目標 

No 重点目標 
現状認識（重点目標の背景にある 

現状と課題、社会の動向など） 
取組内容及び成果指標 達成状況（年度末評価） 

達成

度 

1 まちづくり構想の推進 

「市民と共に考え、市民と共に作り、市

民と共に実行する」計画として策定した

「まちづくり構想 福知山」を着実に推

進していく必要がある。 

【取組内容】 

・自治基本条例推進委員会での議論を踏まえた

「市民が取り組むまちづくり」の啓発 

・施策レビューの実施による市が取り組む各施

策の事業効果の検証と改善策の実施 

 

【成果指標】 

・まちづくり構想で掲げる「市民が取り組むま

ちづくり」の具体的推進と「市が取り組むまち

づくり」の検証 

・自治基本条例推進委員会を順次開催し３月

２５日にまちづくり講演会を開催 

・２次施策レビューを８月３日、４日に開催 

Ｃ 



2 行政改革大綱の推進 

「まちづくり構想 福知山」で掲げる政

策、施策を着実に推進していくために、

時代の変化を的確に捉え、生産性の高い

行政経営をしていく必要がある。 

【取組内容】 

・市全域の地域振興を担う法人として設立した

(一社)福知山地域振興社の新たな事業を総務

省地域力創造アドバイザーの助言を受けつつ

検討 

【成果指標】 

・福知山地域振興社の新たな経営の方向性提示 

専門人材(地域振興政策監)と月１回の MTG

を実施し、地域力創造アドバイザーの助言

を参考に経営ビジョン案を策定（法人で決

定予定） 

Ｃ 

3 
職員の人材育成と管理監督職の

資質向上 

職員の資質向上と管理監督職の能力開

発を図り、一丸となって課題解決に向

かう組織体制を構築していかなければ

ならない。そのためには職員が使命感

を持ち、元気で意欲的に働ける職場環

境を整える必要がある。 

【取組内容】 

・現行人事考課制度の課題整理 

・単位制職員研修の実施 

・新しい新規採用職員育成制度の実施 

・より受験しやすい採用試験の実施 

【成果指標】 

・職員人財育成基本方針に掲げた 3つの課題解

決に向けた具体的実践 

単位制研修制度、受験しやすい職員採用試験

の改善は実施できたが、人事考課制度の検討

が不十分 

Ｄ 

4 
市の認知度向上とシビックプラ

イドの醸成 

人口減少、人口構造が変化している中

で、地域活動を維持、活性化させてい

くためには、市民の自主的な地域活動

への参画と地域外であっても何らかの

形で参画や応援していただく仕組み作

りが必要である。 

【取組内容】 

・ＰＲ発想に基づくシティプロモーションの展

開 

・ふるさと納税寄付者のニーズに応じた新たな

返礼品の開発 

【成果指標】 

・福知山ファンクラブ(市外)会員 3,700 人 

・ふるさと納税寄付額(個人)4.28 億円 

・福知山ファンクラブ(市外)会員 3,750 人

（R7.3.1 時点） 

・ふるさと納税寄付額(個人)5.09 億円

（R7.3.23 時点） 

Ｂ 

5 
地域と大学がともに発展する「福

知山モデル」の実現 

本市の強みである「大学」を活かし、

若者定着や多世代へのリスキリングに

よるＤＸ人材を育成し産業振興などを

推進していく。 

【取組内容】 

・大学院志願者確保に向けた周知活動の支援 

・他課と連携した産学公連携組織「北近畿コラ

ボスペース」の活動支援 

【成果指標】 

・大学院志願者の確保 20 人以上 

・地域連携による研究成果の社会実装 3 件 

・大学院入学志願者 19 人 

・研究成果の社会実装 4 件 
Ｃ 

 

【達成度】 

区分 達成の度合 定量的な判断基準 定性的な判断基準 

Ａ 目標を著しく上回る成果をもって達成 達成水準に対して 150％以上の成果 期待を大幅に上回る成果 

Ｂ 目標を上回る達成 達成水準に対して 110％以上の成果 期待以上の成果を挙げた 

Ｃ 目標通りに達成 達成水準通り（100％）の成果 ほぼ期待通りの成果を挙げた 

Ｄ 目標を未達成 
達成水準に対して 100％未満 

複数の成果目標に対して一部未達成 
期待通りの成果に至らなかった 

Ｅ 目標を著しく未達成 達成水準に対して 50％未満 期待を大幅に下回る結果 

 

 



 

３ 所管部署が関与する庁内推進組織 

推進組織の名称 役割等 所管事項（概要） 令和 5年度取組内容 進捗状況（事務局課のみ記載） 

「知の拠点」整備構想推進会議 
事務局 

（大学政策課） 

地域の人材育成、若者定

着、産業振興、地域活性化 

産学公が連携する「北近畿コラボスペース」の具体的取組

の検討 

北近畿コラボスペースへの各課の

取組状況や課題の情報発信、投稿さ

れた意見等の情報共有 

     

     

 

 


